
一部支障が生じている

51.1%

特別
設問 中東情勢による影響

積極的に検討する

条件によっては
検討する

どちらともいえない

あまり検討しない

全く検討しない

日本の中小企業は全企業の99.7％を占めており日本経済の基盤となっています。しかし近年は経営者の高齢化が進行し、後継者不在など事業
承継問題が社会的な課題となっています。このような状況の中、選択技の一つとしてＭ＆Ａの関心が高まっており、今回事業承継におけるＭ＆Ａ
について皆さまの率直なご意見をお伺いいたしました。なお本アンケートで「Ｍ＆Ａ（第三者承継）」とは、外部の企業・個人への株式譲渡または
事業譲渡を指します。親族への承継、役員・従業員への承継は含みません。

中小企業の事業承継とＭ＆Ａについて

調査時期／2026年8月13日～9月3日　　調査対象企業数／1192社　　有効回答数／415社　　有効回答率／34.8％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。

Q1
貴社の代表者の
ご年齢に
最も近いもの Q2

特別
調 査
2

Q5
事業承継について、相談したい（または相談している）相手
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近年、文章作成や情報収集、企画立案などを支援する生成ＡＩは、少人数で業務の生産性を高めるための実践的なツールとして注目されてい
ます。導入自体のハードルが下がり、手軽に利用できる環境が整いつつある一方、現場からは「具体的な活用シーンが見出せない」「使いこな
すノウハウや推進者が不足している」「情報管理の面で不安がある」といった声も聞かれます。今回のアンケートでは、中小企業における生成
ＡＩの活用状況や業務での活用実態、推進にあたっての課題、今後の活用方針等についてお伺いいたしました。

中小企業における生成ＡＩの利活用について

調査時期／2026年8月13日～9月3日　　調査対象企業数／1190社　　有効回答数／421社　　有効回答率／35.4％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。

Q1 Q2Q2
貴社では、業務上で生成ＡＩを利活
用していますか。利活用している場
合は主にどのような方が使ってい
ますか。 ※1つ選択

※1つ選択

貴社の後継者の状況について
最も近いもの ※1つ選択

※最大3つ選択

貴社では、業務上で生成ＡＩをどのような用途で利活用していますか。
また、現時点で利活用していない場合は、どのような用途での利活用
に関心がありますか。

現時点で、貴社が事業承継の選択技
としてＭ＆Ａ（第三者承継）を検討す
るお考えに最も近いもの ※1つ選択 ※最大3つ選択
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利活用しておらず関心がない

その他

アイデア出し・経営戦略策定

データ分析（売上・顧客動向等）

採用業務の効率化（求人票作成等）

社内情報検索・マニュアル化

経理事務作業の効率化（請求書の整理等）

販促文章の作成（SNS投稿、チラシ文面等）

問合せ対応の効率化（チャット対応、FAQ等）

文章作成（メール・案内文・議事録） 54.0%
10.2%

12.8%
11.1%
10.9%

3.4%
21.1%
22.3%

3.6%
31.2%

Q2Q3
貴社が生成ＡＩを業務で利活用する上で、課題となる点は何ですか。
もし現時点で利活用していない場合は、その理由は何ですか。

※最大3つ選択
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特にない

その他

推進できる人材がいない

費用対効果が不明

効果検証・運用の時間が確保できない

操作方法・使い方への不安

業務上での活用方法がわからない

出力内容の正確性への不安

利用に際する社内ルールの未整備

情報漏えい・セキュリティ面の不安 36.5%
22.9%

29.2%
16.4%
16.4%

11.6%
13.0%

19.6%
1.9%

22.7%

Q2Q5
中東情勢の混迷などにより、原油価格の高騰や、原材料・商品等の
調達が困難な状況が生じています。これを受けて、今後、行政に求め
る支援策は何ですか。

Q4

【直近】

２０２６年以降の中東情勢の混迷など
により、貴社では原材料や商品など
の調達に際して、価格面以外での
支障が生じていますか。

※最大3つ選択
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特にない

その他

買占めや不当な値上げへの監視強化

情報提供・相談窓口の強化

省エネ・効率化の支援

エネルギーの安定供給・料金対策

原材料・部材の調達支援

価格転嫁の円滑化支援

資金繰り支援の拡充

一時支援金などの給付金

34.8%

27.2%
25.5%
28.2%
30.1%

6.4%
5.3%

27.4%

1.0%
15.5%

全社的に利活用
15.4%

主に従業員
12.1%

わからない
6.7%

主に経営者
（個人事業主を含む）
21.6%

利活用していない

44.2%

かなり支障が
生じている
19.7%

あまり支障は
生じていない
17.8%

特に問題なく
通常どおり
6.9%

該当なし・わからない 4.5%

※1つ選択

【今後】

一部支障が
生じる見込み
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生じる見込み
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見込み
6.3%

該当なし・わからない 7.2%

44.4%

29歳以下 0.7%
30～39歳
2.7%
40～49歳
12.8%70歳以上

19.0%

60～69歳
27.0%

50歳～59歳

37.8%

後継者候補はいない（特に考えていない）
28.3%

親族
（子息・身内等）を
後継者として
予定している

35.2%

全く検討しない

35.5%

後継者候補は
いない
（探している）
10.8%

役員・従業員
（親族以外）を
後継者として
予定している
9.4%

後継者候補は
いるが、
承継方法は
未定である
16.3%

身内の理解が
得られない

取引先との関係に
影響がおよぶ

買い手企業との統合が
うまくいかない

希望する価格で
売却できない

企業文化や
経営方針が変わる

経営者保証が
解除されない

Q3
貴社の「従業員の雇用が
維持されること」が
Ｍ＆Ａ（第三者承継）
成約の条件として
確約される場合の
お考えに最も近いもの

Q4
19.2%

34.9%

32.7%

27.0%

17.5%

※1つ選択

貴社がＭ＆Ａを検討する際の
懸念事項 ※最大2つ選択
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積極的に検討する
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どちらともいえない
25.2%

あまり検討しない
17.4%

全く検討しない

38.0%

貴社の「社名・事業（のれん）が
継続されること」が
Ｍ＆Ａ（第三者承継）成約の
条件として確約される場合の
お考えに最も近いもの ※1つ選択

積極的に検討する
3.4%

条件に
よっては
検討する
15.7%

どちらともいえない
25.0%

あまり検討しない
17.9%

40.3%

33.2%
社内の役員・従業員

メガバンク・
地方銀行等 
10.8%

信用金庫
17.9%

Ｍ＆Ａ仲介会社・
経営コンサルティング会社
10.5%

事業引継ぎ支援センター・
商工会議所等の公的支援機関 7.1%

相談相手は
いない
14.5%

親族（子息・身内等）

47.6%
税理士・会計士・弁護士等の専門家

52.9%
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